２０２２年度第二回 在ポーランド日本商工会定例会Web会議形式（２月１８日）議事録（案）

日時：２０２２年２月１８日１６時３０分～１８時３０分

場所： Web site（会長事務所Stawki 2, INTRACO Bldg. 36F, 00-193 Warsaw, Poland）
【議事】

1． 大使館からのブリーフィング　
　　　                  
　　　　　　　　　　　　　1６:30 ～ 1６::50
　大使館・田島参事官より以下のブリーフィングを頂いた。
内政関連：
　・1/27　「法の支配のための合意」、司法制度に関する法律の改正案を発表
　・2/4，9　教育法改正案の上院否決・下院再可決
コロナ関連
・2/9　保健大臣及び教育・科学大臣、新型コロナウイルス感染症に関する水際防疫措置や国内規制措置の緩和を発表
外交関連：
　・2/11　ウクライナ情勢に関するドゥダ大統領とバイデン米大統領及び欧州各国首脳との電話会談
　・2/11　日本国外務省、ウクライナ全土の危険情報を最高度の「レベル4」（退避勧告）に引き上げ
　・2/14　日本国外務省、在キエフ大使館の規模縮小、リビウに臨時の連絡所設置

経済政策：
　・２/３　トゥルフ炭鉱を巡る動向　モラヴィエツキ首相はプラハでチェコのフィアラ首相とトゥルフ炭鉱問題終結の協定締結
ご案内
　・2/28　在ポーランド日本国大使館・当地シンクタンク共催 エネルギー移行関連カンファレンス開催
　・3/8　オンラインセミナー「EY-大使館共催セミナー　‐ポーランドへの投資機会­」第２回開催
2． ポーランド投資・貿易庁（PAIH）　ブリーフィング　　　　　　　　　　　　　 


１６:５０～１７：１０
戦略投資センター・ジャパンデスク　ザヨンツ氏より以下のブリーフィングを頂いた。
１）感染状況に関する情報
２）Eモビリティの支援する政策
3． 商工会定例会





１７:１０～１７:３０
4． （１）　出席会員数及び委任状確認等　（会員総数１０３社　）
　　　　参加会員社数４７社。委任状、委任確認6１社受領済で過半数（５２）を満たし決議が有効である旨確認した。
（２）　決議事項
○ 2022年度第一回商工会定例会（1月2１日）議事録承認：　異議無く承認された。
（３）　連絡・報告・協議事項 
1  以下の退会報告と初参加者から挨拶を頂いた。
· 初参加者
Embassy of Japan in Poland




神尾　氏
2 　イベント・スケジュール関連



· 2022年定例会日程、講演会（セミナー）について本年は会員各位から希望を募り、選考を経て予定を設定。
定例会講演枠で収まらない希望は、5月中旬に別途日程を設けオンライン講演セミナーを実施して頂く予定。
3 報告・連絡事項

· ワルシャワ日本人学校による令和３年度地方教育支援オンライン授業実施は好評を得て終了した旨報告
· 2/3在ハンガリー日本商工会と当会（会長、副会長、会計役、事務局員長）が情報交換を持った報告
· 別添　2022年1月20日-2022年2月16日商工会連絡報告
4 JETRO関連
· JETRO石賀所長から以下3点のお知らせを頂いた。
・日本チェコ・イノベーションデイズ＆ビジネスマッチング（3月1日）

・ロシア・ウクライナビジネスセミナー（3月11日）

・クライナ情勢に掛かる各国・地域の見方（Web及び毎週情報提供継続）　



5． 講演会　　　　　　　　　　　　　





１７:３０ ～ １８:３０

テーマ：「Polski Ład ( Polish Deal)による税制改正，来年度から強制となるE-Invoiceシステム」
　　　講演者：松元 泰氏  Mr. Paweł Sancewicz , Mr. Jakub Szarłowicz, 
Ernst & Young spółka z ograniczoną odpowiedzialnością spółka komandytowa
　・ブレイクアウト交流セッション　2室

23名参加



18:30 ～ 19:30
　（セッション自由テーマ、参加者室入れ替え自由）
　　　　　以上
